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本内容は、法令及び当社定款第 14 条の規定にもとづき、当社ホームペー

ジ（https://www.nantatsu.co.jp/ir/soukai.html）に掲載することによ

り、株主の皆さまにご提供しております。 



 

５．会社の体制及び方針 

(1) 当社は、2006年５月11日開催の取締役会において、業務の適正を確保するための体制(内部
統制システム)の整備に関する基本方針について決議しております。なお、当社は、2019年６
月21日付で監査等委員会設置会社へ移行したことに伴い、基本方針の一部を改訂しておりま
す。改定後の内容は次のとおりであります。

〔内部統制システムについて〕 
① 基本的な考え方

当社は、親会社の南海電気鉄道株式会社を頂点とする「南海グループ」の一員として、全国的

に信頼される「南海ブランド」の確立と、建設事業を通じて、自然環境と調和した豊かな社会づ

くりに貢献するという経営ビジョンの下、中期経営計画である「３カ年経営計画」を着実に実施

することにより、さらなる企業価値の向上を図るべく取り組みを進めております。 

この企業価値の向上には、コンプライアンス経営の徹底、リスク管理体制の整備、確実に利益

を確保しうるための効率的な経営体制の確立など、透明性の高い経営、公正かつ合理的な意思決

定、さらにはこれらの監督機能の強化が必要であると考えております。 

このような考えの下、当社では、以下に示す体制を整備しております。 

② 整備状況

ア．当社及び子会社の取締役等の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するた
めの体制

当社及び子会社の真に豊かで活力ある企業行動のあり方を確立するため、「企業倫理規範」

を制定しております。さらには、当社及び子会社の全役職員がコンプライアンス経営の浸透に

努力、協力できる体制を構築するために「コンプライアンスマニュアル」を制定、適宜改訂し、

研修等を通じて周知徹底を図っております。特に、当社では独占禁止法遵守に関しましては、

過去の反省をふまえ、全役職員を対象に独占禁止法に関する研修を実施し法令遵守の啓蒙を行

うとともに、社長自らが法令遵守宣言を行い、全役職員の先頭に立ち、独占禁止法遵守意識の

浸透を図るべく「独占禁止法遵守マニュアル」を策定しております。さらに課長職以上の全役

職者に対して独占禁止法遵守に関する誓約書の提出を義務付けております。これら企業倫理の

啓蒙・遵守のための方策の策定及び企業倫理に反する事態が発生した場合の事実解明を目的と

して、「企業倫理委員会」を設置しております。 

また、法的・倫理的問題を早期に発見し、是正するため、内部監査室を窓口として、当社及

び子会社の役職員からの通報・相談を受け付ける「企業倫理通報制度」を設置し、「企業倫理

通報制度に関する規則」にもとづき運用を行っております。さらに親会社の南海電気鉄道株式

会社が設置している「企業倫理ホットライン制度」にも参加しております。 

イ．当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

取締役会、常務会等の重要な会議の議事録については、「取締役会規則」、「常務会規程」

等に従い、稟議書その他取締役の職務の執行に係る文書は、「稟議規程」、「文書規程」等に

従い、適切に作成のうえ、保存・管理を行っております。 

また、「情報セキュリティ基本方針」を定め、当社が保有する情報資産を適切に管理する体

制を整えております。 

ウ．当社及び子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

与信管理は、「受注審査基準」に従い、市場リスク管理は、「市場リスク管理規程」に従い、

管理しております。また、情報セキュリティリスク管理は、「情報セキュリティ基本方針」に

もとづき、総務部が統括的に管理し、対応を行っております。 

安全、環境及び品質は、法令、ＩＳＯ９００１及び１４００１のマニュアル等に従い、担当

部門、工事部門等が各種リスクに対応しております。 

大規模自然災害等の発生に対しては、国土交通省が運用している「災害時建設業事業継続力
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認定制度」の認定を受けた事業継続計画（ＢＣＰ）にもとづき、災害時に備えたリスク管理体

制の構築に取り組んでおります。 

また、「関係会社管理規程」にもとづき、子会社が一定の経営上の重要事項を行う際には、

あらかじめ当社の承認を得ることとしているほか、月次で損益状況等の報告を求めることによ

り、子会社の損失発生のリスクを事前にチェックする体制を整えております。 

エ．当社及び子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体
制

当社は、組織的かつ効率的な業務執行を行うために、「職制規程」及び「職務権限規程」に

より、責任、権限、義務等が明確に定められており、経営に関する重要な事項については、「取

締役会規則」及び「常務会規程」に従い、取締役会及び常務会において十分な審議のうえ、慎

重に決定しております。 

また、取締役会の監督機能の強化及び迅速な業務執行の確保と事業責任の明確化を目的とし

て、執行役員制度を導入するとともに、経営目標の達成のため、年度計画（アクションプラン）

を設定、実行し、適宜検証しております。 

このほか、経営の効率性向上の観点から、業務運営の状況を的確に把握し、その改善を促進

していくために、内部監査部門として内部監査室を設置し、内部監査を計画的に実施する体制

を整えております。 

当社では「関係会社管理規程」にもとづき、子会社の自主性、独立性を尊重しつつ、子会社

の取締役の職務執行に関して、指導、育成を行っております。 

オ．財務報告の適正性を確保するための体制

金融商品取引法及び金融庁が定める評価・監査の基準並びに実施基準に沿った適正な会計処

理を確保し、財務報告の信頼性を向上させるために、財務報告に係る内部統制の整備及び運用

の体制を構築しております。また、内部監査室は、その仕組みが適正に機能することを継続的

に評価し、不備等があれば必要な是正を行うよう指示するとともに、その内容を社長に適宜報

告しております。 

カ．その他企業集団における業務の適正を確保するための体制

「関係会社管理規程」に従って、子会社の総合管理及び指導を行うとともに、企業集団内で

統一した経営理念と基本戦略にもとづき、相互に緊密な連携のもとに経営を円滑に遂行し、子

会社の業績の向上、事業の繁栄を目指しております。 

また、子会社においても年度計画（アクションプラン）の設定を求め、その進捗状況等につ

いて意見交換を行う報告会を、半期に１回開催するとともに、一定の経営上の重要な事項は、

あらかじめ当社の承認を得ることとしております。 

また、「監査規程」に従い、子会社の経営の自主性を尊重しつつ、会計業務、経営等に関す

る事項について適宜意見を提示するほか、内部監査室による定期的な監査を実施する体制を整

えております。 

キ．監査等委員会の職務を補助すべき使用人並びに当該使用人の取締役（監査等委員である
取締役を除く。）からの独立性及び当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

監査等委員会及び監査等委員会監査に関する職務を補助する使用人は、内部監査部門に所属

する使用人とし、監査等委員会は、必要に応じて同部門に所属する使用人に対して監査業務に

必要な事項を命令することができるものとしております。 

また、監査等委員会から監査業務に必要な命令を受けて監査業務を行う使用人は、その命令

の範囲に属する業務に関して取締役（監査等委員である取締役を除く。）の指揮命令を受けな

いものとし、当該使用人の異動及び評価については監査等委員会の同意を得ることとしており

ます。 
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ク．当社及び子会社の取締役及び使用人等が監査等委員会に報告するための体制

取締役、執行役員及び使用人は、監査等委員会に対して、当社及びグループ経営に重要な影

響を及ぼす事項、重要な業務執行の状況及び監査等委員会がその職務遂行上必要であると判断

した事項について報告するほか、決裁後の稟議書、内部監査報告書等重要な文書を回付するこ

ととしております。

また、当社及び子会社の取締役、執行役員及び使用人は、業務執行に関する法令違反、定款

違反及び不正の事実、又は当社グループに損害を及ぼす事実を知った時は遅滞なく報告するこ

ととしております。

なお、当社は、上記の報告等を行った者が当該報告等をしたことを理由とする不利益な取扱

いを禁止し、その旨を当社及び子会社の全役職員に周知徹底しております。

ケ．その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制

監査等委員会は、職務の遂行上必要と認める費用について、あらかじめ年間予算を計上して

おります。また、緊急又は臨時に支出した費用については、会社に償還を請求することができ

るものとしております。

③ 運用状況の概要
当社では、内部統制システムの整備に関する基本方針にもとづいて、内部統制システムの整

備と適切な運用に努めております。当期において実施いたしました内部統制上重要と考える取

り組みは次のとおりであります。 

ア．コンプライアンス体制

当社では、独占禁止法に関する研修及びインサイダー取引に関する研修等のコンプライア

ンスに関する各種研修会を実施し、当社及びグループ会社役職員のコンプライアンス意識の

向上に努めました。また、当社が設置している「企業倫理通報制度」及び親会社である南海電

気鉄道株式会社が設置している「企業倫理ホットライン制度」の周知を行い、法的倫理的問題

を早期に発見、是正するよう努めました。

イ．リスク管理体制

当社においては、建設工事の受注時に「受注審査基準」にもとづく審査を実施し、与信管理

の徹底に努めました。

また、当社では、国土交通省が運用している「災害時建設業事業継続力認定制度」の認定を

受けた事業継続計画（ＢＣＰ）にもとづき、災害時に備えたリスク管理体制の構築に取り組

み、避難訓練及び安否確認訓練を行うなど、全役職員の危機管理意識の向上に努めました。

ウ．取締役の職務執行が効率的に行われることを確保するための体制

当社では、本年度において、取締役会を 11 回、常務会を 22回開催し、各議案について適切

に審議するとともに、業務執行の全般的統制と経営判断の適正化に努めました。

このほか、内部監査室による内部監査を計画的に実施し、経営の効率性向上に努めました。 

エ．監査等委員会の監査が実効的に行われていることを確保するための体制

監査等委員は、取締役会及び常務会等の重要な会議へ出席するとともに、代表取締役との面

談、決裁後の稟議書等の回付を受けることにより、監査の実効性確保に努めました。また、内

部監査室に補助使用人を兼任２名配置し、監査等委員会の監査が円滑かつ効率的に行われる

よう努めました。

オ．財務報告の適正性を確保するための体制

当社では、財務報告の適正性を確保するため、金融商品取引法にもとづく財務報告に係る内

部統制の整備及び運用に関する内部統制監査を実施しました。
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カ．企業集団における業務の適正を確保するための体制

当社では、子会社が行う一定の経営上の重要な事項は、あらかじめ当社の承認を得ることと

したほか、内部監査室による子会社監査を行い、企業集団における業務の適正確保に努めま

した。

キ．当社子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制

当社では、本年度において、子会社が設定したアクションプランに関し、その進捗状況等に

ついて意見交換を行う報告会を開催するとともに、子会社からの月次報告書の提出のほか、

必要に応じて適宜報告を求めました。

〔反社会的勢力排除について〕 
① 基本的な考え方

当社は、「企業倫理規範」を定め、反社会的勢力との関係遮断を内外に表明しております。

企業倫理規範（抜粋） 

４ 企業や市民社会の秩序に脅威を与える反社会的勢力や団体とは断固として対決する。 

また、反社会的勢力を市民社会から排除していくことは、企業の社会的責任の観点から必要

かつ重要であることを踏まえ、コンプライアンス経営を推進しております。 

② 整備状況
当社及びグループ会社の企業倫理確立のため、「企業倫理規範」を制定し、さらに「コンプ

ライアンスマニュアル」を通じて全役職員にこの精神の定着を図っております。また、警察当

局から講師を招き、全役職員対象に教育・啓蒙活動を行うなど、反社会的勢力排除に向け、総務

部を中心に関係部門が協力して取り組んでおります。

上記のほか、具体的な社内体制の整備状況、実施施策は、次のとおりであります。 

ア．社長は、「企業倫理規範」の精神を内外に表明し、その精神をグループ全体あるいは役職員

一人ひとりに定着させるため、機会があるごとに訓示等を行っております。

イ．反社会的勢力による不当要求が発生した場合、総務部に即時、通報・相談を行うこととし、

これを受けた総務部では、反社会的勢力からの要求に屈することなく、関係遮断の取り組みを

助言・指導・支援しております。また、必要に応じて、蓄積した情報を外部専門機関（警察や

暴力追放運動推進センター等）に提供し、助言を得るなど、緊密な連携関係を構築しておりま

す。

ウ．反社会的勢力とは一切関係を持たないことを目的に、独自のデータベース、外部専門機関か

らの情報の活用等により、相手方が反社会的勢力であるかどうかについて常に注意を払うとと

もに、反社会的勢力とは知らずに何らかの関係を有してしまった場合には、相手方が反社会的

勢力であると判明した時点や反社会的勢力であるとの疑いが生じた時点で、速やかに関係を解

消する取り組みを行っております。

エ．反社会的勢力が取引先や株主となって、不当要求を行う場合の被害を防止するため、契約書

や取引約款等に「暴力団排除条項」を導入する取り組みを行っております。

オ．公益財団法人大阪府暴力追放推進センター、大阪府企業防衛連合協議会、公益社団法人警視

庁管内特殊暴力防止対策連合会等が行う地域活動や会合に参加し、暴力団等反社会的勢力排除

に取り組んでおります。

カ．万一、不当要求による被害が生じた場合には、不当要求に屈しない姿勢を社内外に鮮明にし、

被害の拡大を防止する意味からも、躊躇することなく積極的に、警察に対し被害届を提出する

こととしております。
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 (2) 株式会社の支配に関する基本方針 
 当社では、会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者のあり方に関する基本方針につきま

しては、特に定めておりません。 

 

 (3) 剰余金の配当等の決定に関する方針 

当社は、剰余金の配当等会社法第459条第１項各号に定める事項につきましては、法令に別段

の定めのある場合を除き、取締役会の決議により定めることとしております。また、剰余金の配

当は、基準日を毎年３月31日とした期末配当を基本方針としており、このほか基準日を定めて剰

余金の配当をすることができる旨、定款に定めております。 

剰余金の配当につきましては、安定的な配当の維持を基本方針としております。内部留保金は

財務体質の強化並びに将来の事業展開に必要な諸投資における資金需要に充当していくととも

に、業績等を総合的に勘案して配当を実施していく考えであります。 

当社は、二十年以上にわたり無配を継続し、株主の皆さまには大変ご迷惑をおかけしてまいり

ましたが、全社一丸となって収益力の回復、財務体質の改善に努め、経営再建に一定の目途が立

ったこと、また、業績の見通し、将来の事業展開等を総合的に勘案した結果、１株につき３円配

当として、復配することといたしました。株主の皆さまにおかれましては、今後ともご支援とご

鞭撻を賜りますようお願い申しあげます。 
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千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

2,000,000 1,703,527 7,419,099 △ 3,881 11,118,745 24,439 203,209 227,648 11,346,394

親会社株主に帰属する
当期純利益

1,310,629 1,310,629 1,310,629

自己株式の取得 △ 69 △ 69 △ 69

株主資本以外の
項目の当期
変動額(純額)

△ 5,028 18,653 13,625 13,625

－ － 1,310,629 △ 69 1,310,559 △ 5,028 18,653 13,625 1,324,185

2,000,000 1,703,527 8,729,729 △ 3,951 12,429,305 19,411 221,862 241,274 12,670,579

当期変動額合計

当期末残高

当期首残高

当期変動額

株　　主　　資　　本

利益剰余金

連結株主資本等変動計算書
2021年 4月 1日から

2022年 3月31日まで

株主資本
合計

純資産合計その他の
包括利益

累計額合計

退職給付に
係る調整
累計額

その他の包括利益累計額

その他
有価証券

評価差額金
自己株式資本金 資本剰余金
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(連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等)

1. 連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数 すべての子会社（２社）を連結しております。

(2) 連結子会社の名称 南海建設興業株式会社、日本ケーモー工事株式会社

2. 持分法の適用に関する事項

該当事項なし

3. 会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券

満期保有目的の債券

その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

市場価格のない株式等 総平均法による原価法

② デリバティブ 時価法

③ 棚卸資産

販売用不動産

未成工事支出金

不動産事業支出金

(2)

①

②

③

連  結  注  記  表 

償却原価法（定額法）

時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は
総平均法により算定）

個別法による原価法

定額法
なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）
に基づく定額法によっております。

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの
方法により算定）

個別法による原価法

個別法による原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの
方法により算定）

定率法
ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに
2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法
を採用しております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建物・構築物　　　　10～60年
機械装置及び運搬具　3～6年

リース資産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リース期
間を耐用年数とし、残存価額を零として算定する定額法によっております。

重要な固定資産の減価償却の方法

有形固定資産
(リース資産を除く)

無形固定資産
(リース資産を除く)
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(3) 重要な引当金の計上基準

①

②

③

④

(4)

(5)

当社グループは主に顧客との間で締結した工事契約に基づき、財又はサービ
スを提供し、財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又は
サービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識しております。
工事契約に関して、財又はサービスに対する支配が顧客に一定の期間にわた
り移転する場合には、財又はサービスを顧客に移転する履行義務を充足する
につれて、一定の期間にわたり収益を認識しております。履行義務の充足に係
る進捗度の測定は、インプット法を採用し、発生した工事原価累計額が予想さ
れる工事原価総額に占める割合に基づいて行っております。
また、契約の初期段階において、履行義務の充足に係る進捗度を合理的に見
積ることができないが、発生する費用を回収することが見込まれる場合は、原価
回収基準にて収益を認識しております。
なお、契約における取引開始日から完全に履行義務を充足すると見込まれる
時点までの期間がごく短い工事契約については代替的な取扱いを適用し、一
定の期間にわたり収益を認識せず、完全に履行義務を充足した時点で収益を
認識しております。

重要な収益及び費用の計上基準

完成工事高及び完成工
事原価の計上基準

退職給付に係る会計処
理の方法

貸倒引当金

完成工事補償引当金

工事損失引当金

賞与引当金

売上債権、貸付金等の貸倒による損失に備えて、一般債権については貸倒実
績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討
し、回収不能見込額を計上しております。

完成工事に係る瑕疵担保（契約不適合）の費用に備えて、当連結会計年度の
完成工事高に対する将来の見積補償額及び特定の工事における将来の見積
補償額を計上しております。

受注工事に係る将来の損失に備えて、当連結会計年度末手持工事のうち損失
の発生が見込まれ、かつ、その金額を合理的に見積ることができる工事につい
て、損失見込額を計上しております。

従業員の賞与の支給に備えて、将来の支給見込額のうち当連結会計年度の
負担額を計上しております。

その他連結計算書類の作成のための重要な事項

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期
間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっております。
数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存
勤務期間以内の一定の年数（11年）による定額法により按分した額を、それぞ
れ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。
また、過去勤務費用は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残
存勤務期間以内の一定の年数（5年）による定額法により按分した額を、発生し
た連結会計年度から費用処理しております。
未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用については、税効果を調
整の上、純資産の部におけるその他の包括利益累計額の退職給付に係る調
整累計額に計上しております。
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（会計基準等の改正等に伴う会計方針の変更）

1. 「収益認識に関する会計基準」及び「収益認識に関する会計基準の適用指針」の適用

2. 「時価の算定に関する会計基準」及び「時価の算定に関する会計基準の適用指針」等の適用

1. 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

完成工事高

完成工事原価

2.

3.

32,968,006

29,162,761

当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算出方法

千円

千円

工事契約において、一定の期間にわたり充足される履行義務については、期間がごく短い工事を除き、履行義務の充
足に係る進捗度を見積り、当該進捗度に基づく収益及び費用を計上しております。
計上にあたっては取引価格、工事原価総額及び当連結会計年度末における履行義務の充足に係る進捗度を合理的
に見積っております。
取引価格については、当初契約金額及び追加変更契約金額に基づいておりますが、過去に実績のある一部の工事
については、自社で合理的な見積りを実施しております。工事原価総額については、図面や仕様書に基づき、詳細な
積み上げ計算を行い、状況の変化に応じて見直しを実施しております。
また、当連結会計年度末における履行義務の充足に係る進捗度についてはインプット法を採用し、当連結会計年度
末までに発生した工事原価累計額が予想される工事原価総額に占める割合をもって決算日における進捗度とする方
法を採用しております。

当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算出に用いた主要な仮定及び翌連結会計年度の連結計算書類
に与える影響

履行義務の充足に係る進捗度の見積りについては、不確実性の程度が大きく、特に工事原価総額は適時・適切に見
直しを行う必要があります。
工事原価総額の見積りについては、契約内容の変更等、当連結会計年度までに判明している事象や把握している情
報を反映し、見積りを実施しております。
しかしながら、想定外の事象が発生した場合には工事原価総額が変動し、当連結会計年度末までに計上した進捗部
分に係る変動額が翌連結会計年度の連結計算書類に影響する可能性があります。

（会計上の見積りに関する注記）

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日）、「時価の算定に関する会計基準の適用指
針」（企業会計基準適用指針第31号　2019年７月４日）、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号　2019
年７月４日）、「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号　2019年７月４日）及び
「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　2019年７月４日）を当連結会計年度から適用し、時価算
定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号　2019年７月４日）第44―２項に定める
経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしており
ます。
なお、連結計算書類に与える影響はありません。
また、「金融商品に関する注記」において、金融商品の時価の適切なレベルごとの内訳等に関する事項等の注記を行
うことといたしました。

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を当連結会計年度の期首から適用し、約
束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で
収益を認識することとしております。
これにより、工事契約に関して従来は、工事の進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事進
行基準（工事の進捗度の見積りは原価比例法）を、その他の工事については工事完成基準を適用しておりましたが、
財又はサービスに対する支配が顧客に一定の期間にわたり移転する場合には、財又はサービスを顧客に移転する履
行義務を充足するにつれて、一定の期間にわたり収益を認識する方法に変更しております。履行義務の充足に係る
進捗度の測定は、インプット法を採用し、当連結会計年度末までに発生した工事原価累計額が、予想される工事原価
総額に占める割合に基づいて行っております。また、契約の初期段階において、履行義務の充足に係る進捗度を合
理的に見積ることができないが、発生する費用を回収することが見込まれる場合は、原価回収基準にて収益を認識し
ております。
なお、契約における取引開始日から完全に履行義務を充足すると見込まれる時点までの期間がごく短い工事契約に
ついては代替的な取扱いを適用し、一定の期間にわたり収益を認識せず、完全に履行義務を充足した時点で収益を
認識しております。
収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従ってお
り、当連結会計年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当連結会計年度の期首
の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。
この変更が、当連結会計年度の連結計算書類に与える影響は軽微であります。
収益認識会計基準を適用したため、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動資産」に表示していた「受取
手形・完成工事未収入金等」は、当連結会計年度より「受取手形・完成工事未収入金等及び契約資産」に含めて表示
し、また、「流動負債」に表示していた「未成工事受入金」は、当連結会計年度より「契約負債」に含めて表示することと
しました。

当連結会計年度に一定の期間にわたり充足される履行義務について認識した収益及び費用
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1. 有形固定資産の減価償却累計額

2. 保証債務額

株式会社創生

明和地所株式会社 千円

計

3.

受取手形

完成工事未収入金等

契約資産

1.

2.

3. 売上原価に含まれている工事損失引当金繰入額 千円

4.

1. 当連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び総数

普通株式 株

2. 配当に関する事項

(1) 配当金支払額

該当事項はありません。

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

2022年４月27日開催の取締役会で次のとおり決議されております。

配当金の総額

１株当たり配当額 3  円 00 銭

基準日 年 3 月 31 日

効力発生日 年 6 月 24 日

なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定しております。

7,139

売上高のうち、顧客との契約から生じる収益の額

一定の期間にわたり移転される財又はサービスによる収益

売上原価に含まれている棚卸資産の収益性の低下による簿価切下げ額

2,533,160

千円183,200

296,250

(連結貸借対照表に関する注記）

千円

下記の会社が、顧客に対する前受金について信用保証会社から保証を受けており、この前受金保証について、当社
が信用保証会社に対して保証を行っております。

千円

113,050

(連結損益計算書に関する注記）

千円

千円20

32,968,006

28,835,730

千円

8,304,192 千円

10,739,737 千円

千円36,939,732

(連結株主資本等変動計算書に関する注記)

受取手形・完成工事未収入金等及び契約資産のうち、顧客との契約から生じた債権の残高及び契約資産の残高は、
それぞれ以下のとおりであります。

86,483 千円

2022

2022

44,760

－10－



1. 金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

(2)

2. 金融商品の時価等に関する事項

(注) 1.

2.

3. 千円 ）は、市場価格のない株式等であるため、「投資有価

3. 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

「現金預金」、「受取手形」、「完成工事未収入金等」、「電子記録債権」、「未収入金」、「支払手形・工事未払
金等」、「電子記録債務」、「短期借入金」については現金であること、及び短期間で決済されるため時価が帳
簿価額に近似するものであることから、記載を省略しております。

非上場株式（連結貸借対照表計上額 67,508

証券」には含めておりません。

金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベルに
分類しております。

レベル１の時価： 観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時
価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価

レベル２の時価： 観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算定
に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価： 観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属
するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

2022年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

(千円)

(金融商品に関する注記）

当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、資金調達については銀行等金融機関から借
入を行う方針です。

差額

(千円)

金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

(897,802)

499,961

162,922

－

－

(△ 3,264)(894,537)

162,922

499,961

連結貸借対照表計上額

営業債権である受取手形、完成工事未収入金等及び電子記録債権については、顧客等の信用リスクがあります
が、当該リスクに関しては、社内審査基準に沿ってリスクの低減を図っております。有価証券は財務内容が良好な
大企業が発行するコマーシャル・ペーパーであり、短期間で決済されます。また、投資有価証券は主として株式
であり、上場株式については市場価格の変動リスクがありますが、四半期ごとに時価の把握を行っております。営
業債務である支払手形・工事未払金等及び電子記録債務は、ほとんどが１年以内の支払期日であります。借入
金の使途は運転資金であります。
なお、デリバティブ取引は社内管理規程に従い、実需の範囲で行うこととしております。

有価証券

投資有価証券

長期借入金（１年内返済予定の
長期借入金を含む）

負債に計上されているものについては、（　）で表示しております。 

(千円）

時価
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(1) 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品

(2) 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

(注) 1.

2. 時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明

投資有価証券

有価証券

長期借入金

1. 賃貸等不動産の状況に関する事項

2. 賃貸等不動産の時価に関する事項

(注) 1. 連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。

2.

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

有価証券 ― 499,961 ―

長期借入金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映し、時価は帳簿価額と近似していると
考えられるため、当該帳簿価額によっております。固定金利によるものは、元利金の合計額を同様の新規借
入を行った場合に想定される利率で割り引いて算定する方法によっております。そのため、レベル２の時価に
分類しております。

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期借入金（１年内返済予定の
長期借入金を含む）

― (894,537) ― (894,537)

499,961

投資有価証券 162,922 ― ― 162,922

区分
時価 (千円)

時価

当連結会計年度末の時価は、主要な物件については社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価等に基づ
く金額、その他の物件については「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定した金額（指標等を用いて
調整を行ったものを含む。）であります。

(千円)

2,896,944

(千円）

3,276,912

当社及び一部の子会社では、東京都その他の地域において、賃貸用ビル（土地を含む。）を有しております。

(賃貸等不動産に関する注記）

区分
時価 (千円)

負債に計上されているものについては、（　）で表示しております。 

有価証券は満期保有目的の債券（コマーシャル・ペーパー）であり、市場での取引頻度が低く、活発な市場
における相場価格とは認められないため、レベル２の時価に分類しております。

投資有価証券は主に上場株式であり、活発な市場で取引されているため、レベル１の時価に分類しておりま
す。

1株当たり純資産額

1株当たり当期純利益

（１株当たり情報に関する注記）

連結貸借対照表計上額

439 円 53 銭

45 円 46 銭
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（収益認識に関する注記）

1. 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（財又はサービスの種類別の内訳）

(収益認識の時期別の内訳）

(注)

2. 収益を理解するための基礎となる情報

3.会計方針に関する事項(4)重要な収益及び費用の計上基準に記載のとおりであります。

外部顧客への売上高

報告セグメント

36,914,087 275,894

千円)

土木工事

電気工事

不動産事業

顧客との契約から生じる収益

その他の収益

36,939,732

25,645

250,249―

36,914,087

（単位：

1,915,231

36,914,087

―

36,914,087

3,946,080

32,968,006

建設事業

顧客との契約から生じる収益

その他の収益

外部顧客への売上高

契約における取引開始日から完全に履行義務を充足すると見込まれる時点までの期間がごく短い工事契約につ
いては代替的な取扱いを適用し、一時点で移転される財又はサービスの金額に含めて記載しております。

なお、財又はサービスと交換に受け取る対価は個々の工事契約に基づいており、財又はサービスの支配が完全に顧
客に移転してから概ね３ヶ月以内には全ての支払いを受けております。また、対価の金額に重要な金融要素は含まれ
ておりません。

報告セグメント

37,189,981

250,249

36,939,732

3,971,726

32,968,006

計

25,645

―

不動産事業

（単位：

建築工事

千円)

25,645

25,645

― 1,915,231

8,717,342 ―

26,281,513―26,281,513

8,717,342

計

37,189,981

250,249

建設事業

一定の期間にわたり移転される財又は
サービス

一時点で移転される財又はサービス（注）

275,894

250,249

25,645

―

不動産事業
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3. 当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報

（1） 契約資産及び契約負債の残高等

（2） 残存履行義務に配分した取引価格

①

② 残存の履行義務について収益が見込まれる期間は、以下のとおりです。

１年以内

１年超２年以内

２年超

（その他の注記）

解決金

当連結会計年度において、以下のとおり特別損失として解決金を計上しております。

13,073,983

（単位：

千円

過年度の施工物件（中層建物１件）において瑕疵があったことから、補修見込額を瑕疵の状況に応じて合理的に算定
し、完成工事補償引当金として1,389,919千円を計上しておりましたが、今般、本件建物の瑕疵に対する補償につい
て、顧客と交渉した結果、解決金として当社が2,000,000千円を負担することで合意いたしました。そのため、すでに計
上済の完成工事補償引当金1,389,919千円との差額を解決金610,081千円として特別損失に計上しております。

47,982,726当連結会計年度末における残存履行義務に配分された取引価格の総額

千円

千円

989,669

14,077,105

32,915,951

千円)

273,088 千円
当連結会計年度に認識した収益の額のうち期首現在の契約負債残高に含まれて
いた金額

693,648

千円

当連結会計年度

当連結会計年度中の契約資産及び契約負債の残高に重要な変動はありません。また、過去の期間に充足した履
行義務から当連結会計年度に認識した収益の額に重要性はありません。

顧客との契約から生じた債権（期首残高）

顧客との契約から生じた債権（期末残高）

契約負債（期末残高）

契約負債（期首残高）

契約資産（期末残高）

契約資産（期首残高）

12,358,045

9,879,394

10,739,737

280,606
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評価・換算
差額等

資本剰余金 利益剰余金

その他利益
剰余金

繰越利益
剰余金

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

2,000,000 1,703,527 6,832,940 △ 3,881 10,532,585 20,370 10,552,956

当期純利益 1,304,265 1,304,265 1,304,265

自己株式の取得 △ 69 △ 69 △ 69

株主資本以外の
項目の当期
変動額(純額)

△ 4,292 △ 4,292

－ － 1,304,265 △ 69 1,304,195 △ 4,292 1,299,902

2,000,000 1,703,527 8,137,205 △ 3,951 11,836,781 16,077 11,852,858

株主資本等変動計算書
2021年 4月 1日から

2022年 3月31日まで

株主資本
合計

当期変動額

当期変動額合計

当期末残高

その他資本
剰余金

当期首残高

その他
有価証券

評価差額金

株　　主　　資　　本

純資産合計
資本金 自己株式
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（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

1. 資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券

① 満期保有目的の債券

② 子会社株式及び関連会社株式

③

市場価格のない株式等以外のもの

市場価格のない株式等

(2) デリバティブ

(3) 棚卸資産

2. 固定資産の減価償却の方法

(1)

(2)

(3)

3.

(1)

(2)

(3)

(4)

償却原価法（定額法）

総平均法による原価法

個別法による原価法

定額法
なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（5年）に基づく
定額法によっております。

その他有価証券

総平均法による原価法

無形固定資産
(リース資産を除く)

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの
方法により算定）

受注工事に係る将来の損失に備えて、当事業年度末手持工事のうち損失の発生が見
込まれ、かつ、その金額を合理的に見積ることができる工事について、損失見込額を
計上しております。

従業員の賞与の支給に備えて、将来の支給見込額のうち当事業年度の負担額を計
上しております。

未成工事支出金

引当金の計上基準

不動産事業支出金

有形固定資産
(リース資産を除く)

時価法

販売用不動産

時価法

売上債権、貸付金等の貸倒による損失に備えて、一般債権については貸倒実績率に
より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能
見込額を計上しております。

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの
方法により算定）

個別法による原価法

定率法
ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月
１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しておりま
す。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建物・構築物　　　　10～60年

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は
総平均法により算定）

完成工事補償引当金

工事損失引当金

個別法による原価法

貸倒引当金

賞与引当金

個  別  注  記  表

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リース期間を耐
用年数とし、残存価額を零として算定する定額法によっております。

リース資産

完成工事に係る瑕疵担保（契約不適合）の費用に備えて、当事業年度の完成工事高
に対する将来の見積補償額及び特定の工事における将来の見積補償額を計上して
おります。
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(5)

4. 収益及び費用の計上基準

（会計基準等の改正等に伴う会計方針の変更）

1.

2. 「時価の算定に関する会計基準」及び「時価の算定に関する会計基準の適用指針」等の適用

完成工事高及び完成工事
原価の計上基準

当社は主に顧客との間で締結した工事契約に基づき、財又はサービスを提供し、財
又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取
ると見込まれる金額で収益を認識しております。
工事契約に関して、財又はサービスに対する支配が顧客に一定の期間にわたり移転
する場合には、財又はサービスを顧客に移転する履行義務を充足するにつれて、一
定の期間にわたり収益を認識しております。履行義務の充足に係る進捗度の測定は、
インプット法を採用し、発生した工事原価累計額が予想される工事原価総額に占める
割合に基づいて行っております。
また、契約の初期段階において、履行義務の充足に係る進捗度を合理的に見積るこ
とができないが、発生する費用を回収することが見込まれる場合は、原価回収基準に
て収益を認識しております。
なお、契約における取引開始日から完全に履行義務を充足すると見込まれる時点ま
での期間がごく短い工事契約については代替的な取扱いを適用し、一定の期間にわ
たり収益を認識せず、完全に履行義務を充足した時点で収益を認識しております。

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を当事業年度の期首から適用し、約束した財又
はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識するこ
ととしております。
これにより、工事契約に関して従来は、工事の進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事進行基
準（工事の進捗度の見積りは原価比例法）を、その他の工事については工事完成基準を適用しておりましたが、財又は
サービスに対する支配が顧客に一定の期間にわたり移転する場合には、財又はサービスを顧客に移転する履行義務を充
足するにつれて、一定の期間にわたり収益を認識する方法に変更しております。履行義務の充足に係る進捗度の測定は、
インプット法を採用し、当事業年度末までに発生した工事原価累計額が、予想される工事原価総額に占める割合に基づい
て行っております。また、契約の初期段階において、履行義務の充足に係る進捗度を合理的に見積ることができないが、発
生する費用を回収することが見込まれる場合は、原価回収基準にて収益を認識しております。
なお、契約における取引開始日から完全に履行義務を充足すると見込まれる時点までの期間がごく短い工事契約について
は代替的な取扱いを適用し、一定の期間にわたり収益を認識せず、完全に履行義務を充足した時点で収益を認識しており
ます。
収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従っており、当
事業年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当事業年度の期首の利益剰余金に加
減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。
この変更が、当事業年度の計算書類に与える影響は軽微であります。
収益認識会計基準を適用したため、前事業年度の貸借対照表において、「流動資産」に表示していた「完成工事未収入
金」は、当事業年度より「完成工事未収入金」及び「契約資産」にそれぞれ区分表示し、また、「流動負債」に表示していた
「未成工事受入金」は、「契約負債」に含めて表示することとしました。

「収益認識に関する会計基準」及び「収益認識に関する会計基準の適用指針」の適用

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日）、「時価の算定に関する会計基準の適用指針」
（企業会計基準適用指針第31号　2019年７月４日）、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号　2019年７月４
日）、「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号　2019年７月４日）及び「棚卸資産の
評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　2019年７月４日）を当事業年度から適用し、時価算定会計基準第19項及
び「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号　2019年７月４日）第44―２項に定める経過的な取扱いに従って、
時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。
なお、当事業年度の計算書類に与える影響はありません。

従業員の退職給付に備えて、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の
見込額に基づき計上しております。
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属さ
せる方法については、給付算定式基準によっております。
数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以
内の一定の年数（11年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年
度から費用処理しております。
また、過去勤務費用は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間
以内の一定の年数（5年）による定額法により按分した額を、発生した事業年度から費
用処理しております。
退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の会計処理の
方法は、連結計算書類におけるこれらの会計処理の方法と異なっております。

退職給付引当金
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当事業年度に一定の期間にわたり充足される履行義務について認識した収益及び費用

1. 当事業年度の計算書類に計上した金額

完成工事高 千円

完成工事原価 千円

2. 当事業年度の計算書類に計上した金額の算出方法

3.

1. 有形固定資産の減価償却累計額 千円

2. 保証債務額

株式会社創生 千円

明和地所株式会社 千円

計 千円

3. 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

短期金銭債権 千円

長期金銭債権 千円

短期金銭債務 千円

長期金銭債務 千円3,000

下記の会社が、顧客に対する前受金について信用保証会社から保証を受けており、この前受金保証について、当社が信
用保証会社に対して保証を行っております。

183,200

84,813

296,250

1,712,290

32,386,007

4,001,044

113,050

（貸借対照表に関する注記）

340,358

（会計上の見積りに関する注記）

28,750,285

工事契約において、一定の期間にわたり充足される履行義務については、期間がごく短い工事を除き、履行義務の充足に
係る進捗度を見積り、当該進捗度に基づく収益及び費用を計上しております。
計上にあたっては取引価格、工事原価総額及び当事業年度末における履行義務の充足に係る進捗度を合理的に見積っ
ております。
取引価格については、当初契約金額及び追加変更契約金額に基づいておりますが、過去に実績のある一部の工事につい
ては、自社で合理的な見積りを実施しております。工事原価総額については、図面や仕様書に基づき、詳細な積み上げ計
算を行い、状況の変化に応じて見直しを実施しております。
また、当事業年度末における履行義務の充足に係る進捗度についてはインプット法を採用し、当事業年度末までに発生し
た工事原価累計が予想される工事原価総額に占める割合をもって決算日における進捗度とする方法を採用しております。

当事業年度の計算書類に計上した金額の算出に用いた主要な仮定及び翌事業年度の計算書類に与える影響

履行義務の充足に係る進捗度の見積りについては、不確実性の程度が大きく、特に工事原価総額は適時・適切に見直しを
行う必要があります。
工事原価総額の見積りについては、契約内容の変更等、当事業年度までに判明している事象や把握している情報を反映
し、見積りを実施しております。
しかしながら、想定外の事象が発生した場合には工事原価総額が変動し、当事業年度末までに計上した進捗部分に係る
変動額が翌事業年度の計算書類に影響する可能性があります。
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1. 千円

2.

3. 関係会社との取引高

千円

千円

千円

4. 売上原価に含まれている工事損失引当金繰入額 千円

5. 千円

当事業年度の末日における自己株式の種類及び総数

普通株式 株

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

固定資産減損損失 千円

繰越欠損金 千円

退職給付引当金 千円

賞与引当金 千円

販売用不動産評価損 千円

工事未払金 千円

その他 千円

繰延税金資産小計 千円

評価性引当額 千円

繰延税金資産合計 千円

繰延税金負債

前払年金費用 千円

未収事業税 千円

その他有価証券評価差額金 千円

繰延税金負債合計 千円

繰延税金資産の純額 千円

6,889

千円

売 上 高

54,007

669

353,970

720,331

32,411,652

624,140

2,383,816

196,862

5,312

仕 入 高

75,194

△1,466,623

190,881

1,495,478

8,698,583

売上高のうち、顧客との契約から生じる収益の額

一定の期間にわたり移転される財又はサービスによる収益 32,386,007

98,989

917,193

売上原価に含まれている棚卸資産の収益性の低下による簿価切下げ額 20

(株主資本等変動計算書に関する注記)

(税効果会計に関する注記)

7,923

44,153

（損益計算書に関する注記）

営 業 取 引 以 外 の 取 引 高

7,139

1,133,363
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１．親会社及び法人主要株主等

1.

2. 取引条件及び取引条件の決定方針等

建設工事の受注については、当社技術部門の積算と見積により請負価額を決定しております。

3. 当社は、一部の銀行借入に対して親会社南海電気鉄道株式会社より保証を受けております。

なお、借入金の保証残高は228,304千円であります。

２．兄弟会社等

（注） 1.

2. 取引条件及び取引条件の決定方針等

建設工事の受注については、当社技術部門の積算と見積により請負価額を決定しております。

１株当たり純資産額

１株当たり当期純利益

（収益認識に関する注記）

収益を理解するための基礎となる情報

連結注記表と同一であります。

借入金保証

期末残高

保証料

上記の金額のうち、取引金額には消費税等は含まれておりません。また、期末残高には消費税等が含まれており
ます。

2,162,583

大阪府
和泉市

4,000,000
鉄道事業・物
流事業

事務所等の賃借

完成工事高

90,662

875,029

南海電気鉄道
株式会社

大阪市
浪速区

完成工事未収入金

契約資産

会社等の名称
関連当事者

との関係
取引の内容

取引金額
科目

(千円)

科目

(千円)

関連当事者
との関係

（％）

（関連当事者との取引に関する注記）

資本金又
は出資金

事務所等の
賃借料

間接
5.50

被所有

その他流動資産 14,825

8,693,699

期末残高

84,813長期保証金

取引金額

完成工事未収入金

契約資産

3,996,801

2,943

（１株当たり情報に関する注記）

契約負債

2,971

議決権等の
所有（被所
有）割合所在地

(千円)

事業の内容種類

親会社

取引の内容

115,689

親会社の
子会社 泉北高速鉄道

株式会社

運輸事業・不
動産事業・流
通事業・レ

ジャーサービ
ス事業・その

他の事業

資本金又
は出資金 事業の内容

（注）

種類

72,983,654

(千円)

上記の金額のうち、取引金額には消費税等は含まれておりません。また、期末残高には消費税等が含まれており
ます。

会社等の名称

― 846,974

所在地

建設工事の受注

直接
57.72

（％）

議決権等の
所有（被所
有）割合

完成工事高

(千円) (千円)

建設工事の受注

411 円 16 銭

45 円 24 銭
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（その他の注記）

解決金

当事業年度において、以下のとおり特別損失として解決金を計上しております。

過年度の施工物件（中層建物１件）において瑕疵があったことから、補修見込額を瑕疵の状況に応じて合理的に
算定し、完成工事補償引当金として1,389,919千円を計上しておりましたが、今般、本件建物の瑕疵に対する補
償について、顧客と交渉した結果、解決金として当社が2,000,000千円を負担することで合意いたしました。その
ため、すでに計上済の完成工事補償引当金1,389,919千円との差額を解決金610,081千円として特別損失に計
上しております。
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